
重点プロジェクト計画概要一覧表（東北ブロック）（令和3年度）

青森県 1 ながいもの産地力強
化に向けた取組

H30 ～ R3 園芸（野
菜）

○地域の現状と課題
・本県のながいもは、国内出荷量の４割を占めており、本県野菜の重要な品
目となっている。一方で、単収・品質は横ばい状態にあり、今後もながいも
産地を強化していくためには、優良種苗の安定供給や既存技術の再構築によ
る単収・品質の向上のほか、担い手の育成・確保が必要となっている。
○目標を達成するための活動方法
・県（担当課：農産園芸課）がH28年度に策定した「あおもりながいも産地力
強化戦略」に基づき、県民局（三八、上北）は、実証ほの設置、現地講習
会、現地検討会、普及推進会議の開催を行う。
・農業革新支援専門員は、普及指導員・営農指導員を対象とした県域での研
修会を開催するとともに、地域の普及推進会議に出席し、指導助言を行う。
併せて、同戦略に基づく試験研究の実施に関する助言を行う。

○関係機関との役割
分担
・全農、農協は普及
推進会議で活動計画
や活動実績について
検討するとともに、
講習会の開催等に協
力する。
・青森県産業技術セ
ンターは、技術の改
良等について検討す
るとともに、普及指
導員の研修に協力す
る。

岩手県 2 持続的経営が展開で
きる集落型農業法人
の育成

R1 ～ 4 経営 １　現状と背景
　集落型農業法人が長期的経営安定を図るには、土地利用型作物（米・麦・
大豆）の生産コスト低減や需要に応じた作目生産により収益性の向上を図る
必要がある。

２　取組内容
（１）米・麦・大豆の低コスト化モデル経営や園芸作目導入等による収益拡
大モデル経営の育成

いわて農業経営相談
センター等と連携
し、モデル経営体の
経営改善を支援す
る。

岩手県 3 地域農業の核となる
経営力の高い経営体
の育成

R1 ～ 4 経営 １　現状と背景
　農業就業人口減少が見込まれる中、個別経営改善支援活動体制を充実させ
ながら、経営発展志向経営体への重点支援を行う必要がある。
　また、円滑な継承が可能となるよう、経営主と後継者に対する支援が今ま
で以上に必要である。

２　取組内容
（１）各地域における円滑な大規模経営体等への個別経営改善支援活動の推
進
（２）次代を担う意欲ある経営体の発展に繋がる経営継承支援

いわて農業経営相談
センターによる支援
スキームを活用し、
経営改善支援活動の
充実強化を図る。併
せて、市町村、農業
協同組合、広域振興
局関係部所が連携し
た各地域における重
点支援体制の充実を
図る。

岩手県 4 オリジナル品種を核
とした県産米全体の
評価向上に向けた取
組の推進

R1 ～ 4 稲作 １　現状と背景
　県オリジナル水稲新品種について、品質目標及び収量向上のための栽培指
導に取り組んできたことにより、課題が明確になってきている。
　生産者数減少により、労働時間を低減させる省力化技術導入が必要であ
る。
２　取組内容
（１）金色の風の特性を十分に活かす栽培技術の普及
（２）銀河のしずくの特性を十分に活かす栽培技術の普及
（３）担い手農家へのICT技術、省力低コスト栽培技術の導入支援及び定着支
援

岩手県銀河のしずく
栽培研究会（各地域
研究会）、岩手県金
色の風栽培研究会
（各地域研究会）の
研究活動を通じて各
品種の特性を活かす
栽培技術の普及を図
る。

岩手県 5 環境制御と管理改善
によるトップモデル
経営体の収益向上

R1 ～ 4 野菜 １　現状と背景
　環境制御技術の適切な運用によるトップモデルの確立を促進する必要があ
る。

２　取組内容
（１）環境制御技術導入経営体の早期自立運用
（２）環境制御技術導入志向経営体に対する事前指導

岩手県野菜トップモ
デル産地創造推進協
議会（全農いわて、
農業普及技術課、農
産園芸課、農業研究
センター、病害虫防
除所、市町村、モデ
ル経営体）と連携し
た研修会により技術
の理解促進を図る。

いわて型野菜
トップモデル
産地創造事
業、水田フル
活用農場高度
化プロジェク
ト

岩手県 6 水田転換畑等を活用
した土地利用型野菜
トップモデル産地の
育成

R1 ～ 4 野菜 １　現状と背景
　転換畑における生産安定化に向け、排水対策や砕土率向上技術の認知度向
上と導入促進が必要である。

２　取組内容
（１）水田転換畑で新たに取り組む経営体に対する指導
（２）産地を代表するトップモデル事業導入経営体等への集中支援
（３）転換畑の活用促進のための対策技術の導入促進

岩手県野菜トップモ
デル産地創造推進協
議会（全農いわて、
農業普及技術課、農
産園芸課、農業研究
センター、病害虫防
除所、市町村、モデ
ル経営体）と連携し
た研修会により技術
の理解促進を図る。

いわて型野菜
トップモデル
産地創造事
業、水田フル
活用農場高度
化プロジェク
ト

岩手県 7 持続的に果樹産地を
牽引する担い手の育
成

R1 ～ 4 果樹 １　現状と背景
　今後、規模拡大を志向する果樹主業型経営体を育成し経営の安定を図って
いくことが、産地の持続的発展を目指すうえで重要となる。

２　取組内容
（１）りんごにおける有望新品種や早期成園化技術導入による改植の推進
（２）短梢仕立てによるぶどう大粒系品種の導入推進

岩手県園芸育種研究
会、各地域果樹産地
協議会、ＪＡ全農い
わて等と協働して有
望品種検討会等を開
催し、新品種への改
植を促進する。

岩手県 8 実需ニーズに対応し
た生産並びに中核的
花き作経営体の育成
によるりんどう産地
の再強化

R1 ～ 4 花き １　現状と背景
　りんどうは全国出荷量に占める本県シェアは約６割と全国一であるが、一
方で生産者の高齢化等によりH14をピークに漸減している。

２　取組内容
（１）盆・彼岸需要期を中心とした出荷量の拡大と仏花以外の用途拡大によ
る新たな需要の創出
（２）りんどう産地を牽引する中核的花き作経営体の育成
（３）産地の現状分析を踏まえた「花き産地改革実践プラン」の策定及び取
組支援

農業研究センターや
JA全農いわて等と連
携した新品種の実証
展示や研修愛等によ
り、新たな需要の創
出を図る。

岩手県 9 高度な生産技術を活
用した生産性向上の
支援（ 酪農・肉
牛）

R1 ～ 4 畜産 １　現状と背景
　小規模経営体が多く(酪農36位、肉用牛47位/全国)、生産性が悪くコスト高
の要因となっている。

２　取組内容
（１）乳用牛、肉用牛繁殖経営の生産性向上
（２）広域コントラクターの機能強化等による飼料増産

関係機関・団体と連
携し、いわて酪農の
郷サポートチーム、
いわて肉用牛サポー
トチームを組織し、
地域ごとの課題解決
を支援する。

いわてスマー
ト共同放牧場
実践支援事業
他
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岩手県 10 県北地域の野菜大規
模経営体の収益性向
上支援

R1 ～ 4 野菜
スマート
農業

１　現状と背景
　県北地域野菜品目（キャベツ、ほうれんそう）の生産性向上が課題となっ
ている。
２　取組内容
（１）スマート農業等新技術導入検討、体系確立支援
（２）スマート農業技術等新技術の波及、導入支援
（３）労働力確保に向けた農福連携等による労力支援体制、および省力化技
術の検討（ほうれんそう）

農業研究センター、
機械メーカー、Ｊ
Ａ、市町村等とコン
ソーシアムを組織
し、スマート農業技
術の導入や体系確立
を図る。

スマート農業
開発・実証プ
ロジェクト、
北いわてス
マート農業プ
ラットフォー
ム創造事業

岩手県 11 農業生産工程管理
（GAP）の取組拡大

R1 ～ 4 生産工程
管理
農作業安
全

１　現状と背景
　生産現場で生産記録の記帳やチェックリストの実施が浸透し、多くの産地
で実践されつつある一方、GAP＝チェックリストの認識にとどまり経営改善や
産地力強化につながっていない事例が多い。

２　取組内容
（１）GAP認証を取得したモデル産地・経営体の育成

JA、全農、県中央会
と連携しGAP推進体
制を構築し、円滑な
GAP認証取得を図
る。

環境と共生す
る産地づくり
確立事業

宮城県 12 農業経営の効率化に
向けたアグリテック
の活用

R3 ～ 5 稲作
普通畑作
物
スマート
農業

　本県では第3期みやぎ食と農の県民条例基本計画において，先端技術を活用
した農業生産の効率化と高度化に取り組むこととし，ＩＣＴを活用したアグ
リテックを推進するほか，効果的な活用を支援することとしている。
　これまでの，県の実証事業や国のスマート農業技術開発・実証プロジェク
トを活用した普及活動により，沿岸平野部の大規模経営体を中心にスマート
農業をはじめとするアグリテック活用モデル経営体が複数育成されたほか，
県内各地の経営体においても各種のアグリテック機器の導入が進んでいる。
　本計画では，新たな取り組みとして，国のスマート農業技術開発・実証プ
ロジェクトを活用し，中山間地域に適したアグリテック活用モデルを確立す
るとともに，、県内各地のアグリテック導入経営体に対して外部専門家をア
ドバイザーとして派遣し，各普及センターと連携し，アグリテックのより効
果的な活用を助言・指導する。
　また，令和元年に設立したみやぎスマート農業推進ネットワークは，農機
メーカーや農業者を中心に会員数が104（R3/3末)となっており，今後，ネッ
トワークを中心にアグリテックに関する研修会，セミナー，実演会を開催
し，県全域におけるアグリテックの推進を図るとともに，ネッワーク会員と
連携したアグリテックの現地への普及体制を整備する。

・試験研究機関及び
農機メーカーの協力
を得ながら，スマー
ト農業の現地実証を
行う。
・ＪＡや農機メー
カー等とネットワー
クを構築し，現地検
討会等を開催する。

（国）スマー
ト農業技術の
開発・実証プ
ロジェクト
（県）アグリ
テック活用推
進事業

宮城県 13 ＩＣＴ技術を活用し
た新たな普及活動の
実践

R3 普及指導
活動

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大以降，普及指導員の現地活動が制限
されており，ICT等を活用した新たな普及活動が必要となっている。
　普及活動のＩＣＴ活用は，必要な機器の整備の遅れや実施方法が確立され
ていないことから実践が進んでいない。今後機器の整備に合わせ，普及指導
員個々の経験値を高めていくことが必要である。
　そこで，研修等の実施により，普及指導員のＩＣＴ活用技術の習得や，各
種研修会等のWeb化を目指す。また，ICTを活用した普及活動の実態調査と効
果の検証を行う。

秋田県 14 土地利用型野菜を中
心にした複合型生産
構造への転換

H30 ～ R3 野菜 大規模園芸に取り組み、主食用米主体の単作目経営から複合型生産構造に転
換することでリスクを分散し、異常気象や市況変動に強い安定した経営体を
育成する。

鹿角市、小坂町：補
助事業等支援
ＪＡかづの：生産・
販売支援

産地生産基盤
パワーアップ
事業（国）、
メガ団地等大
規模園芸拠点
育成事業

秋田県 15 園芸メガ団地を核と
したにんにく産地化
への支援

H30 ～ R3 野菜・経
営

対象組織等で栽培（収穫）面積40ha、販売量168t、売上げ額248百万円を目指
す。
・北秋田・大館地域にんにく生産振興協議会発足への支援

北秋田市、大館市：
補助事業等導入支援
JAあきた北、JA鷹巣
町、JAあきた北央：
生産技術、販売支援

産地パワー
アップ事業
(国)、メガ団
地等大規模園
芸拠点育成事
業、新時代を
勝ち抜く！農
業夢プラン応
援事業

秋田県 16 ＪＡあきた白神にお
けるネギ団地の安定
生産と販売力向上へ
の支援

H30 ～ R3 野菜 産地を牽引するネギ団地が現在より増え、ＪＡあきた白神のネギの販売額が
15億円、４～６月の春ネギの販売額が１億円を達成する。
・その牽引する組織の中でＧＡＰに取り組む経営体を育成する。

能代市：補助事業導
入支援
ＪＡあきた白神：生
産・販売支援

産地パワー
アップ事業
（国）、メガ
団地等大規模
園芸拠点育成
事業

秋田県 17 園芸メガ団地等を核
とした野菜の生産拡
大

H30 ～ R3 野菜、花
き、経営

ＪＡ秋田なまはげの園芸品目の販売実績が大幅に増加し、園芸メガ団地及び
ネットワーク拠点団地の販売額１億円を上回る販売額を達成する。
・新設メガ団地等が３カ所以上事業開始され、営農を開始する。

秋田市、男鹿市：補
助事業導入支援　Ｊ
Ａ秋田なまはげ：生
産・販売支援

産地パワー
アップ事業
（国）、メガ
団地等大規模
園芸拠点育成
事業
新時代に打ち
勝つ！農業夢
プラン応援事
業、地域施策
推進事業

山形県 18 次代を担う女性農業
者育成

R3 ～ 6 就農・経
営

　女性新規就農者（自営就農）はここ数年20人程度に留まっている一方、女
性が農業経営に参画する農業経営体ほど売上が大きい傾向にあるというデー
タがあるなど、女性農業者は重要な担い手である。
そこで、活き活きと経営に参画し、自らの創意工夫で経営を切り開く女性農
業者の人材育成を推進する。
(1) 次世代リーダー育成セミナーの実施
　家族経営体における女性参画の促進及び共同経営者として経営発展に貢献
する農業者を育成するため、夫婦等を対象に研修を実施する。
1,399千円（700千円）
(2) 中学生のための農業ガイドブックの作成
　地域で活き活きと活躍している農業者の優良事例を掲載し、中学校２年生
が理解できる平易な表現で、職業としての農業の魅力を発信する。

先進農業者、市町
村、民間企業等

次代を担う女
性農業者育成
事業
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福島県 19 プラウ耕・グレーン
ドリル播種体系によ
る乾田直播栽培

R3 ～ 5 作物 ○地域の現状と課題
・東日本大震災及び、東京電力原子力発電所事故等の風評被害により、高齢
者の離農など農業従事者の減少が加速化。担い手が減少した本県農業の再
生・復興には規模拡大や効率化により生産力を高める必要がある。
○目標を達成するための活動方法
・本県の基幹品目等について、大規模化、省力化、安定生産等に貢献する新
技術やＩＣＴ、高機能機械等の実証ほを設置し、すみやかな普及拡大を図
る。
・作物については、プラウ耕・グレンドリル播種体系乾田直播とＩＣＴ機械
を組み合わせた省力的な技術体系を導入し、水稲の作期分散と省力化に取り
組む

福島県農業技術革新
推進協議会
（ＪＡ福島中央会、
ＪＡ全農福島、各農
林事務所、農業総合
センター等）

(国）食料地域
再生のための
先端技術展開
事業

福島県 20 タマネギの直播栽培
による省力化

R3 ～ 5 野菜 ○地域の現状と課題
・東日本大震災及び、東京電力原子力発電所事故等の風評被害により、高齢
者の離農など農業従事者の減少が加速化。担い手が減少した本県農業の再
生・復興には規模拡大や効率化により生産力を高める必要がある。
○目標を達成するための活動方法
・本県の基幹品目等について、大規模化、省力化、安定生産等に貢献する新
技術やＩＣＴ、高機能機械等の実証ほを設置し、すみやかな普及拡大を図
る。
・野菜については、タマネギの高性能機械による大規模化等について取り組
む。

福島県農業技術革新
推進協議会
（ＪＡ福島中央会、
ＪＡ全農福島、各農
林事務所、農業総合
センター等）

(国）食料地域
再生のための
先端技術展開
事業

福島県 21 なしのジョイントＶ
字樹形による早期成
園化と省力化

R１ ～ 5 果樹 ○地域の現状と課題
・東日本大震災及び、東京電力原子力発電所事故等の風評被害により、高齢
者の離農など農業従事者の減少が加速化。担い手が減少した本県農業の再
生・復興には規模拡大や効率化により生産力を高める必要がある。
○目標を達成するための活動方法
・本県の基幹品目等について、大規模化、省力化、安定生産等に貢献する新
技術やＩＣＴ、高機能機械等の実証ほを設置し、すみやかな普及拡大を図
る。
・果樹については、なしのジョイントＶ字樹形を導入し、未収益期間の短縮
による早期成園化と作業性の向上による省力化等に取り組む。

福島県農業技術革新
推進協議会
（ＪＡ福島中央会、
ＪＡ全農福島、各農
林事務所、農業総合
センター等）

(国）食料地域
再生のための
先端技術展開
事業

福島県 22 キク類のLED電照等
による計画的安定出
荷

R3 ～ 5 花き ○地域の現状と課題
・東日本大震災及び、東京電力原子力発電所事故等の風評被害により、高齢
者の離農など農業従事者の減少が加速化。担い手が減少した本県農業の再
生・復興には規模拡大や効率化により生産力を高める必要がある。
○目標を達成するための活動方法
・本県の基幹品目等について、大規模化、省力化、安定生産等に貢献する新
技術やＩＣＴ、高機能機械等の実証ほを設置し、すみやかな普及拡大を図
る。
・花きについては、キク栽培において開花抑制効果の高い赤色LEDランプによ
る電照と温湯浸漬処理によるキク白さび病防除の技術を導入し、需要期の安
定出荷に取り組む。

福島県農業技術革新
推進協議会
（ＪＡ福島中央会、
ＪＡ全農福島、各農
林事務所、農業総合
センター等）

(国）食料地域
再生のための
先端技術展開
事業

福島県 23 肉用牛のAI超音波肉
質診断

R3 ～ 5 畜産 ○地域の現状と課題
・東日本大震災及び、東京電力原子力発電所事故等の風評被害により、高齢
者の離農など農業従事者の減少が加速化。担い手が減少した本県農業の再
生・復興には規模拡大や効率化により生産力を高める必要がある。
○目標を達成するための活動方法
・本県の基幹品目等について、大規模化、省力化、安定生産等に貢献する新
技術やＩＣＴ、高機能機械等の実証ほを設置し、すみやかな普及拡大を図
る。
・畜産については、肉用牛のAI超音波診断技術を導入し、成育途中で肉質を
診断して出荷時期、出荷先及び飼養管理技術の見直しをすることにより、所
得の向上に取り組む。

福島県農業技術革新
推進協議会
（ＪＡ福島中央会、
ＪＡ全農福島、各農
林事務所、農業総合
センター等）

(国）食料地域
再生のための
先端技術展開
事業


